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体制を整えたい。来年度の体制は今後、部局から話を伺い

たい。特に新型コロナ対策や経済･雇用･生活支援対策業務

などにより時間外が増加している所属については、各部局

から現場の状況をよく聞き、最適な体制となるよう検討し

ていく。

施設の改築改修、設備・備品の更新
【組合員】水産試験場では、改築計画は財政事情から先送り

となっているが、施設設備の老朽化は著しく、先日も空調

が故障をきたして職員はもとよりイベントに参加される県

民にまで迷惑をかける事態も生じている。関連する施設や

設備も含めて早期の改築改修を求めたい。

【組合員】琵琶湖環境科学研究センターでは、建築年数は

１５年経過し、設備面や機材の老朽化が進行している。予

算確保が厳しい中、更新等も滞っている。民間の関係者か

らは「あり得ない」との声も聞こえる。更新に対する考え

方を改める必要があるのではないか。

公用車の更新と安全面の課題
【組合】公用車については、長期にわたって更新できていな

い車両がまだまだある。今日、更新時には安全装備が標準

化されるようになっているが、更新されない車は安全面が

放置されている状態である。職員の安全確保のためにはし

っかり更新の予算確保を願いたい。

【課長】総務課が所管する集中管理車については、昨年度６

台、今年度６台の更新を進めている。依然として劣化が相

当な車両もあることから、今後も計画的な更新に努めたい。

育児と介護の両立支援策の人的な条件整備
【組合】育児と介護の両立支援策では、休暇制度等は整って

きても、人員配置などの条件整備が依然として不十分であ

る。実質的に利用できないようでは、これからの人材は育

たないし確保できない。課題を解決すべきである。

【課長】育休取得者の代替措置については、人事管理上配慮

を必要とするとき正規職員の配置を行うほか、任期付職員

（今年度から資格免許を必要としない職種も拡大）を配置

し、これも困難な場合は会計年度任用職員により対応する

など、代替職員の確保に引き続き努力していく。

ハラスメント対策の強化
【組合】パワーハラスメントは、法改正により法的に定義さ

れ、対策の強化が進んでいる。県も強化方針を示すべき。

【課長】法改正や国家公務員の動きに対応するため、県のハ

ラスメント防止指針の改定を進めているところである。

会計年度任用職員制度の処遇や運用の改善
【組合】会計年度任用職員制度が今年度からスタートしたが、

雇用面や給与・休暇面から改善すべき課題は多い。また、

年休付与や時間外勤務の対応など運用面の課題も残ってお

り、改善を求める。

【交渉での主なやりとり】
コロナ対策は中長期の視点で人員と予算を確保すべき
【組合】既に第二波がピークに達しているが、今後、第三波・第

四波へ備えるには、人員と予算の確保が重要である。保健所や

感染症対策室など第一線の現場を中心に引き続き、業務のピー

クが続いている。今後、コロナ対策は長期化していくことを前

提に、いつまでも兼務での体制でなく、専門職の確保も含めて、

腰の据えた体制を確保していかないと、現場を支える職員が持

たなくなる。どのように考えているのか。

【課長】第一線で奮闘して頂いている皆さんや、兼務も含めて応

援で送り出して頂いている職場の皆さんの尽力に感謝したい。

今後、来年度も含めてどのような体制を確保すべきか、関係部

局の話も聞き検討していきたい。なお、本年９月１日より保健

師２名を前倒し採用し対応したい。

厳しい財政下でも負担を転嫁せず職員の士気の確保を
【組合】今後の財政運営は、もともと厳しい見通しがなされてい

た上に、新型コロナの影響で税収減や支出増で一層の厳しい状

況が見込まれる。来年度の予算編成もかつてない厳しさは予想

されるが、県民や職員へ負担を転嫁せず、士気を維持していく

ことが重要である。過去の負の歴史は繰り返すべきでない。

【課長】職員の士気が低下しないように対応していきたい。「行政

経営方針２０１９」に基づき、収支改善の取組を歳入・歳出両

面から着実に進めることで、持続可能な県政を推進し、未来へ

の展望が開ける行財政運営を進めたい。

県行政の真価を発揮するにはマンパワーの確保が必要
【組合】職員定数はこの間、増加に転じているが、依然として厳

しい職場実態は変わらず、さらに新型コロナ対策で行政ニーズ

は増すばかりである。県行政の真価が問われる状況であること

から、思い切った人員増を図ってほしい。

【課長】職員定数については、この４年連続で増員を図ってきて

いるが、今後とも業務を質・量両面から十分勘案し必要な人員
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8/28 予算 ･職場要求人事課長交渉
自治労県職は、提出した「２

０２１年度予算・職場要求

書」を基に、８月２８日に人

事課長交渉を実施。

この交渉は、職場要求アン

ケートなどに基づき、来年度

予算措置も含めて職場環境の

改善を図るため実施するもので 交渉には、新型コロナ対応で少

人数参加となりながらも、職場での課題を率直に訴えて人事当局

に積極的な対応を求めました。

人事課長｢コロナ対策の職場､最適な体制となるよう検討｣
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自治労県職は、職場の課題改善の声（要求）を把握し、交渉など

を通じて要求実現を図るために「２０２０職場要求アンケ－ト」を

実施しました。例年以上に多くの組合員の皆さんから回答を頂きま

した。その結果を集約しましたので、その一部を以下のとおり報告

します。今年は新型コロナ対策の課題が、職場から多く寄せられて

いますので、改めてアンケート項目に追加して調査をしました。新

型コロナ対策を通じて、改めて人員の課題や働き方の課題、県行政

の役割が見える側面があり、アンケートからもその意識が反映され

ています。組合では、このアンケート結果を踏まえて、先日の交渉

しました「２０２１年度予算・職場要求交渉」を始め、今後の取組

に反映していきます。引き続き組合員の皆さんの取り組みへのご協

力をお願いします。

Ｑ 新型コロナ対策で「滋賀１／５ルール」として「出勤者８割削

減」等がなされましたが、どのように受け止めていますか。

●「出勤者８割削減」は急な取り組みであったので、混乱もありま

したが、感染予防等の意味からこの取り組みを「評価している」「あ

る程度評価する」との回答が過半を占めました。

Ｑ 新型コロナ対策で、今後の第二波・第三波に備えて何が課題と

思いますか（複数回答可）

●「保健所など第一線機関の強化」は、最も多くの回答があり、「関

係する全て領域の人員確保」「兼務発令の場合のフォロー」などマ

ンパワー確保を求める声が強く示されました。また、当然ながら「職

員の感染予防対策」を求める声も多数寄せられています。

Ｑ あなたの職場環境での問題は何ですか。（２つ以内）

●最も多くを占めたのが「庁舎の老朽化」でした。多額の予算確保

を伴うため改善が遅れています。「公用車の不足や更新」も要望の

多い課題です。「執務室の温度管理」の問題も業務と健康管理の面

から要望は強く出ています。「狭隘な執務室」「ＯＡ機器の不足」「書

庫等の不足」の声も寄せられています。

Ｑ 在宅勤務が新型コロナ対策で実施が拡大されてきましたが、

どのように受け止めますか

●概ね「制度を肯定する」意見が７割近くを占めていますが、一方

で「改善が必要」が５割、「活用できない」が２割という回答は課

題の多さを示しています。

Ｑ 人員や組織に関して、どのような課題を感じますか。

（２つ以内）

●人員については、新型コロナ対策の課題もあり、大幅な人員増を

望む声や、人員配置と業務量のギャップを指摘する回答が多くを占

めています。その裏返しの声として業務や事業を大胆に減らすべし

の声も多く寄せられています。

コロナ対策の今後､人員組織の要望､職場環境の課題など
～職場要求アンケートを集約しました～

１０．その他

９．書庫・収蔵庫の不足

８．執務室の照度

７．執務室の狭さ

６．バリアフリー

５．不充分なOA機器

４．執務室の温度管理

３．公用車不足・老朽化

２．事務/業務用物品不足

１．庁舎の老朽化

８．職員の感染予防対策

７．県職員全体の情報共有

６．職員の給与の確保

５．県財政の財源対策

４．来年度の組織人員の確保

３．関係するすべての領域の人員確保

２．兼務発令の場合の本人や所属のフォロー

１．保健所や検査体制など第一線機関の強化

５．大型イベント等を見直し必要な部署に増員すべき

４．ニーズに応じた組織の再編を進めるべき

３．人員配置が業務量に応じていない

２．業務や事業を大胆に削減すべき

１．何より大幅な人員増が必要

評価している
11%

ある程度評価し

ている
48%

あまり評価できない

30%

全く評価できない
11%

よい制度
19%

活用したいが改善も必要
48%

意見なし
13%

活用できない
20%
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